
第６号様式（第３条関係）
［記入方法］ 該当する項目に　１　を記入する。

担当 主任 内　容 担当 主任 内　容 担当 主任 内　容 担当 主任 内　容 担当 主任 内　容 担当 主任

施工体制台帳や施工体系図と現場
の施工体制が一致していなかった。

施工体制の不一致が確認されたた
め、改善命令書が交付された。

再び施工体制の不一致が確認され
たため、改善命令書が交付された。

三度施工体制の不一致が確認された
ため、改善命令書が交付された。

配置技術者の資格・雇用等に問題
があった。

配置技術者の資格・雇用等に問題
があったため、改善命令書が交付さ
れた。

再び配置技術者の資格、雇用等に
問題があったため、改善命令書が
交付された。

三度配置技術者の資格・雇用等に問
題があったため、改善命令書が交付
された。

入札前に提出された監理技術者等
が、正当な理由がなく変更された。

監理技術者等が、正当な理由なく変
更されたため、改善命令書が交付さ
れた。

再び監理技術者等が、正当な理由
なく変更されたため、改善命令書が
交付された。

三度監理技術者等が、正当な理由な
く変更されたため、改善命令書が交
付された。

監督員の承諾なしに施工計画と異
なる施工をした。

監督員の承諾なしに施行計画と異な
る施行を行ったため、改善命令書が
交付された。

再び監督員の承諾なしに施行計画
と異なる施行を行ったため、改善命
令書が交付された。

三度監督員の承諾なしに施行計画と
異なる施行を行ったため、改善命令
書が交付された。

品質管理が適正に行われなかっ
た。

品質のばらつき又は不合格品があ
り、多少の手直しが発生したため、
改善命令書が交付された。

品質のばらつきや不合格品が多く、
大幅な手直しが発生したため、改善
命令書が交付された。

設計図書と不適合の箇所があっ
た。

契約書第16条第２項に規定する破壊
検査を行うこととなったため、改善命
令書が交付された。

安全対策の不備による事故、災害
等が発生した。

受注者の責によらない事故、災害
等が発生し、原因究明、再発防止
等の事後処理が適切であったが、
再発防止のため改善命令書が交
付された。

受注者の責による事故、災害等が
発生し、原因究明、再発防止等の事
後処理が適切であったが、再発防止
のため改善命令書が交付された。

受注者の責によらない事故、災害等
で、事後処理が不適切であったた
め、再発防止のため、改善命令書
が交付された。

受注者の責による事故、災害等が発
生し、事故処理が不適切であったた
め、再発防止のため、改善命令書が
交付された。

過積載車両の使用が確認された。
過積載車両が確認され、改善命令
書が交付された。

再び過積載車両が確認され、改善
命令書が交付された。

三度過積載車両が確認されたた
め、改善命令書が交付された。

不正軽油の使用が確認された。
不正軽油の使用が確認され、改善
命令書が交付された。

再び不正軽油の使用が確認され、
改善命令書が交付された。

三度不正軽油の使用が確認さたた
め、改善命令書が交付された。

ディーゼル車排出ガス規制に違反
する車両が確認された。

ディーゼル車排出ガス規制違反車
両が確認され、改善命令書が交付
された。

再びディーゼル車排出ガス規制違
反車両が確認され、改善命令書が
交付された。

三度ディーゼル車排出ガス規制違
反車両が確認されたため、改善命
令書が交付された。

総合評価方式における技術提案書
等の内容が履行されなかった。

技術提案書の内容等の不履行につ
いて、改善命令書により是正を命じ
たところ、改善された。

技術提案書の内容等の不履行につ
いて改善命令書により是正を命じた
が、改善されなかった。

現場代理人等が、正当な理由なく
改善命令書の受取を拒否し続け
た。

改善命令書の交付を１回拒否し
た。

改善命令書の交付を２回拒否した。 改善命令書の交付を３回拒否した。

仕様書等に規定する関係法令に関
する重大な違反があった。

法令違反が確認され、改善命令書
が交付された。

再び法令違反が確認されたため、改
善命令書が交付された。

三度法令違反が確認されたため、
改善命令書が交付された。

重大なかしが判明した。

故意又は重大な過失によるかしが、
工事目的物の機能や性能に重大な
影響を与えるものであり、かつ、改修
工事が必要なもの。

故意又は重大な過失によるかしが、
工事目的物の機能や性能に極めて
重大な影響を与えるものであり、か
つ、大規模な改修工事が必要なも
の。

その他（                ）

評点計

１ 工事の施工に当たり、上記適応事例の事実を監督員が確認した場合、総括監督員から改善命令書を交付した上で減点評価を行うこととし、減点は最大２０ 点までとする。

２ 同一事由による適応事例の複数項目の減点は、評定上合理的に説明できる場合を除いて行わない。

３ 適応事例の適用範囲は次のとおりとする。

(1) 工事請負契約書の履行に関することに限定する。

工事成績評定項目別評定表（法令遵守等）

評定点

(2) (１)を履行する工事現場に従事する現場代理人、監理技術者、主任技術者、請負会社の現場従事職員及び（1）を履行するために下請負契約をし、その履行を行うために従事する者に限定する。

-10 -20

適応事例                        評定点数

-1 -3 -5


